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　　　・各基金の運用状況

　　　(付属書類)

　　　・審査に付された各会計歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調

　　　書及び財産に関する調書について、関係法令に準拠して作成されているかどうか

　　　を確かめ、これらの計数の正確性を検証するため、関係諸帳簿その他証書類との

　　　続を実施した。

　　　照合等通常実施すべき審査手続を実施したほか、必要と認めたその他の審査手

　　第４　　審査の結果

　　第１　　審査の対象
　　　・平成２７年度 南伊勢町一般会計歳入歳出決算

　　　・平成２７年度 南伊勢町簡易水道事業特別会計歳入歳出決算

　　　・平成２７年度 南伊勢町国民健康保険特別会計歳入歳出決算

　　　・平成２７年度 南伊勢町介護保険特別会計歳入歳出決算

　　　・平成２７年度 南伊勢町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

　　　・平成２７年度 南伊勢町戸別合併処理浄化槽事業特別会計歳入歳出決算

　　　・平成２７年度 南伊勢町下水道事業特別会計歳入歳出決算

　　　控除した実質収支は、４７７，０６５，７２２円で、内訳としては一般会計３３１，４７８，

　　第５　　審査の概要

　　　・平成２７年度 南伊勢町各会計歳入歳出決算事項別明細書

　　　・実質収支に関する調書

　　　・財産に関する調書

　　第２   審査の期間
　　　・ 平成２８年７月２０日　７月２２日　７月２５日　７月２８日

　　  一般会計・特別会計の決算状況は次のとおりである。

　　　円となっている。

　　　５１４円、特別会計１４５，５８７，２０８円となっている。

　　第３　　審査の手続

　　　・平成２７年度一般会計及び特別会計の総決算額は、歳入１５，５６６，５２１，８７１

　　　円、歳出１５，０２１，９０８，８５９円となり、歳入歳出決算差引額は５４４，６１３，０１２

　　　・本年度事業繰越に伴う一般会計及び特別会計の繰越財源６７，５４７，２９０円を

　　　書及び財産に関する調書は、関係法令に準拠して作成されており、その計数は、

　　　の他の改善を要する事項については指摘を行った。

　　　・審査に付された各会計歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調

　　　関係諸帳簿その他証書類と照合した結果、誤りのないものと認められた。なお、そ
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一般会計及び特別会計歳入歳出決算状況
単位：円・％

歳入歳出

差引残額

一般会計 9,396,552,996 9,220,929,758 98.13 8,840,716,634 94.08 380,213,124

特別会計 6,491,736,680 6,345,592,113 97.74 6,181,192,225 95.21 164,399,888

計 15,888,289,676 15,566,521,871 97.97 15,021,908,859 94.54 544,613,012

特別会計の内訳
単位：円・％

歳入歳出

差引残額

国民健康保険
特別会計

2,794,671,000 2,765,596,638 98.95 2,710,993,221 97.00 54,603,417

介護保健
特別会計

2,066,695,000 2,070,792,429 100.19 1,992,152,246 96.39 78,640,183

後期高齢者医療
特別会計

508,093,000 505,902,781 99.56 503,951,315 99.18 1,951,466

戸別合併処理
浄化槽事業
特別会計

56,331,000 55,458,860 98.45 55,458,860 98.45 0

下水道事業
特別会計

815,577,680 696,750,327 85.43 677,937,647 83.12 18,812,680

簡易水道事業
特別会計

250,369,000 251,091,078 100.28 240,698,936 96.13 10,392,142

計 6,491,736,680 6,345,592,113 97.74 6,181,192,225 95.21 164,399,888

歳出決算額 執行率会計名 予算現額 歳入決算額 収入率

会計名 予算現額 歳入決算額 収入率 歳出決算額 執行率

２



　【一般会計】

区分

年度

（１）　歳　　入

区分 （Ｂ）/（Ａ） （Ｃ）/（Ｂ）

年度 ×１００ ×１００

96.10 4.02

96.17 3.95

0.07 △ 0.07

の減となっている。また、実質収支額は、２３，９３６，４９４円の増となっている。

差引増減

26

27

歳入決算額

9,220,929,758

△ 301,486,542

実質収支額

307,542,020

　歳入決算額９，２２０，９２９，７５８円、歳出８，８４０，７１６，６３４円で、歳入歳出差引額は

３８０，２１３，１２４円となり、本年度事業繰越に伴う繰越財源４８，７３４，６１０円を控除した

実質収支額は３３１，４７８，５１４円となっている。

△ 149,881,806 △ 151,604,736 △ 175,541,230 23,936,494

翌年度へ繰り
越すべき財源

　前年度に比べ、歳入決算額で３０１，４８６，５４２円の減、歳出決算額で１４９，８８１，８０６円

歳出決算額

△ 228,540

26 9,908,823,760

363,815,9789,220,929,758

△ 301,486,542 △ 18,731,135

382,547,113

27 9,588,377,543

9,522,416,300 8,990,598,440 531,817,860 224,275,840

較して０．０７％マイナスとなった。

調定額（Ａ）

差引増減 △ 320,446,217

収入済額（Ｂ）

3,860,347

48,734,610

3,631,807

9,522,416,300

不納欠損額
収入未済額

（Ｃ）

単位：円・％

単位：円

331,478,514

　当年度の収入済額は９，２２０，９２９，７５８円で、調定額９，５８８，３７７，５４３円に対する

収入済額の割合は９６．１７％となっている。

　収入済額に対する収入未済額３６３，８１５，９７８円の割合は３．９５％となり、前年度と比

歳入歳出
差引額

8,840,716,634 380,213,124

３



年度 予算現額 構成比 調定額 構成比 収入済額 構成比

26 1,008,201,000 10.55 1,136,541,862 11.47 1,039,138,005 10.91
27 1,022,387,000 10.88 1,137,510,714 11.86 1,043,160,693 11.31

分 担 金 及 び 26 41,394,000 0.43 44,910,642 0.45 44,811,892 0.47
負 担 金 27 39,301,000 0.42 39,938,869 0.42 39,938,869 0.43
使 用 料 及 び 26 53,682,000 0.56 59,618,026 0.60 58,119,926 0.61
手 数 料 27 54,067,000 0.58 58,865,443 0.61 57,137,409 0.62

26 15,395,000 0.16 15,971,672 0.16 15,971,672 0.17
27 24,536,000 0.26 25,621,699 0.27 25,621,699 0.28
26 32,000,000 0.33 39,982,579 0.40 39,982,579 0.42
27 84,509,000 0.90 80,359,037 0.84 80,359,037 0.87
26 273,420,000 2.86 270,931,002 2.73 270,931,002 2.85
27 125,234,000 1.33 122,850,220 1.28 122,850,220 1.33
26 391,217,265 4.09 391,217,412 3.95 391,217,412 4.11
27 531,817,840 5.66 531,817,540 5.55 531,817,540 5.77
26 97,444,000 1.02 353,831,321 3.57 99,041,724 1.04
27 89,812,000 0.96 351,070,022 3.66 97,268,292 1.05
26 1,912,753,265 20.01 2,313,004,516 23.34 1,959,214,212 20.57
27 1,971,663,840 20.98 2,348,033,544 24.49 1,998,153,759 21.67
26 74,001,000 0.77 78,645,000 0.79 78,645,000 0.83
27 74,001,000 0.79 79,077,000 0.82 79,077,000 0.86

利 子 割 26 3,000,000 0.03 2,996,000 0.03 2,996,000 0.03
交 付 金 27 3,000,000 0.03 2,531,000 0.03 2,531,000 0.03
配 当 割 26 3,300,000 0.03 10,488,000 0.11 10,488,000 0.11
交 付 金 27 3,000,000 0.03 8,607,000 0.09 8,607,000 0.09
株 式 等 譲 渡 26 500,000 0.01 6,007,000 0.06 6,007,000 0.06
所 得 割 交 付 金 27 2,000,000 0.02 7,816,000 0.08 7,816,000 0.08
地 方 消 費 税 26 140,000,000 1.46 145,781,000 1.47 145,781,000 1.53
交 付 金 27 220,000,000 2.34 245,134,000 2.56 245,134,000 2.66
自 動 車 取 得 税 26 15,001,000 0.16 12,187,000 0.12 12,187,000 0.13
交 付 金 27 15,001,000 0.16 18,789,000 0.20 18,789,000 0.20

26 1,256,000 0.01 1,256,000 0.01 1,256,000 0.01
27 882,000 0.01 882,000 0.01 882,000 0.01
26 4,834,630,000 50.57 4,866,928,000 49.12 4,866,928,000 51.11
27 4,896,843,000 52.11 4,950,376,000 51.63 4,950,376,000 53.69

交 通 安 全 対 策 26 1,000,000 0.01 1,124,000 0.01 1,124,000 0.01
特 別 交 付 金 27 1,000,000 0.01 1,099,000 0.01 1,099,000 0.01

26 689,515,825 7.21 681,730,885 6.88 652,690,529 6.85
27 670,593,356 7.14 508,329,690 5.30 504,858,690 5.48
26 685,266,660 7.17 687,919,359 6.94 684,342,559 7.19
27 503,951,800 5.36 503,786,309 5.25 489,689,309 5.31
26 1,200,157,000 12.55 1,100,757,000 11.11 1,100,757,000 11.56
27 1,034,617,000 11.01 913,917,000 9.53 913,917,000 9.91
26 7,647,627,485 79.99 7,595,819,244 76.66 7,563,202,088 79.43
27 7,424,889,156 79.02 7,240,343,999 75.51 7,222,775,999 78.33
26 9,560,380,750 100 9,908,823,760 100 9,522,416,300 100
27 9,396,552,996 100 9,588,377,543 100 9,220,929,758 100

町 債

合　　　計

区　　　　　分

地方特例交付金

小 計

小 計

町 税

国 庫 支 出 金

依　存
財　源

県 支 出 金

単位：円・％

地 方 譲 与 税

地 方 交 付 税

繰 越 金

諸 収 入

自主財源、依存財源の一覧表

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

自　主
財　源

４



第１款　　　　町　税

町税の項別収入状況は次表のとおりである。

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 484,016,000 537,989,283 502,309,142 35,010,374 669,767 103.78 93.37

27 498,425,000 544,490,177 512,897,766 30,526,461 1,065,950 102.90 94.20

26 423,302,000 490,926,765 434,029,843 53,931,642 2,965,280 102.53 88.41

27 431,637,000 488,290,356 430,043,819 55,957,525 2,289,012 99.63 88.07

26 34,290,000 41,387,376 36,560,582 4,601,494 225,300 106.62 88.34

27 36,247,000 41,111,494 36,600,421 4,234,228 276,845 100.98 89.03

26 65,476,000 64,989,005 64,989,005 0 0 99.26 100.00

27 54,990,000 62,325,470 62,325,470 0 0 113.34 100.00

26 702,000 735,383 735,383 0 0 104.76 100.00

27 702,000 820,567 820,567 0 0 116.89 100.00

26 415,000 514,050 514,050 0 0 123.87 100.00

27 386,000 472,650 472,650 0 0 122.45 100.00

26 1,008,201,000 1,136,541,862 1,039,138,005 93,543,510 3,860,347 103.07 91.43

27 1,022,387,000 1,137,510,714 1,043,160,693 90,718,214 3,631,807 102.03 91.71

　町税の一般会計歳入決算総額に占める割合は１１．３１％となっており、前年度に比べ０．４０％

増加している。

　町税の内訳は、町民税５１２，８９７，７６６円（４９．１７％）、固定資産税４３０，０４３，８１９円

　なお、不納欠損額は３，６３１，８０７円で、時効成立によるものが主なものとなっている。

項  別

項 目

（５．９７％）、鉱産税８２０，５６７円（０．０８％）、入湯税４７２，６５０円（０．０５％）となっている。

町たばこ税

入 湯 税

不納欠損額 収入率収入未済額

（４１．２３％）軽自動車税 ３６，６００，４２１円（３．５１％）、町たばこ税６２，３２５，４７０円

　また、収入未済額については９０，７１８，２１４円となっており、前年度に比べ減少している。

　収入率は、予算現額に対して１０２．０３％、調定額に対しては９１．７１％となっている。

計

単位：円・％

固 定 資 産
税

軽 自 動 車
税

町 民 税

年度

鉱 産 税

５



第２款　　　　地方譲与税

地方譲与税の項別収入状況は次表のとおりである。

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 51,000,000 55,097,000 55,097,000 0 0 108.03 100.00
27 51,000,000 55,033,000 55,033,000 0 0 107.91 100.00
26 1,000 0 0 0 0 0.00 0.00
27 1,000 0 0 0 0 0.00 0.00
26 23,000,000 23,548,000 23,548,000 0 0 102.38 100.00
27 23,000,000 24,044,000 24,044,000 0 0 104.54 100.00
25 74,001,000 78,645,000 78,645,000 0 0 106.28 100.00
27 74,001,000 79,077,000 79,077,000 0 0 106.86 100.00

地方譲与税の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．８６％となっている。

第３款　　　　利子割交付金

利子割交付金の項別収入状況は次表のとおりである。

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 3,000,000 2,996,000 2,996,000 0 0 99.87 100.00

27 3,000,000 2,531,000 2,531,000 0 0 84.37 100.00

　利子割交付金の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．０３％となっている。

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 3,300,000 10,488,000 10,488,000 0 0 317.82 100.00

27 3,000,000 8,607,000 8,607,000 0 0 286.90 100.00

単位：円・％

項 別

項　目
収入率収入未済額年度 不能欠損額

自動車重量
譲与税

地方揮発油

譲与税

地方道路
譲与税

利子割交付金

項　 目

第４款　　　　配当割交付金

収入率収入未済額

配当割交付金の項別収入状況は次表のとおりである。

　配当割交付金の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．０９％となっている。

単位：円・％
項　 別

年度

配当割交付
金

不能欠損

不能欠損

計

単位：円・％

収入未済額年度

項　目

収入率

項 別

６



予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 500,000 6,007,000 6,007,000 0 0 1,201.40 100.00

27 2,000,000 7,816,000 7,816,000 0 0 390.80 100.00

株式等譲渡所得割交付金の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．０８％となっている。

第６款　　　　地方消費税交付金

地方消費税交付金の項別収入状況は次表のとおりである。

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 140,000,000 145,781,000 145,781,000 0 0 104.13 100.00

27 220,000,000 245,134,000 245,134,000 0 0 111.42 100.00

　地方消費税交付金の一般会計歳入決算総額に占める割合は２．６６％となっている。

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 15,001,000 12,187,000 12,187,000 0 0 81.24 100.00

27 15,001,000 18,789,000 18,789,000 0 0 125.25 100.00

　自動車取得税交付金の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．２０％となっている。

不能欠損額

収入率

単位：円・％

第７款　　　　自動車取得税交付金

単位：円・％

年度

地方消費税

収入未済額

項　目

項　目

収入未済額年度

株式等譲渡

項 別

自動車取得税
交付金

所得割交付金

交付金

項　目

自動車取得税交付金の項別収入状況は次表のとおりである。

収入率

第５款　　　　株式等譲渡所得割交付金

株式等譲渡所得割交付金の項別収入状況は次表のとおりである。

収入未済額年度
項 別

単位：円・％

不能欠損額

不能欠損額

項 別
収入率

７



予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 1,256,000 1,256,000 1,256,000 0 0 100.00 100.00

27 882,000 882,000 882,000 0 0 100.00 100.00

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 4,834,630,000 4,866,928,000 4,866,928,000 0 0 100.67 100.00

27 4,896,843,000 4,950,376,000 4,950,376,000 0 0 101.09 100.00

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 1,000,000 1,124,000 1,124,000 0 0 112.40 100.00

27 1,000,000 1,099,000 1,099,000 0 0 109.90 100.00

年度

年度

交通安全対策特別交付金の項別収入状況は次表のとおりである。

第１０款　　　　交通安全対策特別交付金

単位：円・％

地方交付税

不能欠損額

不能欠損額

　地方特例交付金の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．０１％となっている。

第９款　　　　地方交付税

地方特例交
付金

不能欠損額

　交通安全対策特別交付金の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．０１％となっている。

収入率

交通安全対策
特別交付金

項 別

第８款　　　　地方特例交付金

地方特例交付金の項別収入状況は次表のとおりである。
単位：円・％

項　別

年度 収入率収入未済額
項　目

地方交付税の項別収入状況は次表のとおりである。

収入率
項　目

収入未済額

項　目

単位：円・％

　地方交付税の一般会計歳入決算総額に占める割合は５３．６９％となっている。

項　別

収入未済額

８



予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 38,403,000 41,904,342 41,805,592 98,750 0 108.86 99.76

27 37,241,000 37,879,249 37,879,249 0 0 101.71 100.00

26 2,991,000 3,006,300 3,006,300 0 0 100.51 100.00

27 2,060,000 2,059,620 2,059,620 0 0 99.98 100.00

26 41,394,000 44,910,642 44,811,892 98,750 0 108.26 99.78

27 39,301,000 39,938,869 39,938,869 0 0 101.62 100.00

使用料及び手数料の項別収入状況は次表のとおりである。

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 43,155,000 48,176,306 46,678,206 1,498,100 0 108.16 96.89

27 43,526,000 46,647,543 44,919,629 1,727,914 0 103.20 96.30

26 10,527,000 11,441,720 11,441,720 0 0 108.69 100.00

27 10,541,000 12,217,900 12,217,780 120 0 115.91 100.00

26 53,682,000 59,618,026 58,119,926 1,498,100 0 108.27 97.49

27 54,067,000 58,865,443 57,137,409 1,728,034 0 105.68 97.06

　また、公営住宅使用料の１，７２７，９１４円、雑手数料の１２０円が収入未済額となっている。

第１２款　　　　使用料及び手数料

負担金

分担金

計

収入率

単位：円・％
項　別

不納欠損額年度

不納欠損額

使用料

　分担金及び負担金の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．４３％となっている。

０円、火葬場使用料４，５００，０００円などで、手数料の主なものは、戸籍手数料４，９８０，２００

　使用料及び手数料の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．６２％となっている。使用料

の主なものは、公営住宅使用料（現年度分）３１，１６６，７００円、道路占用使用料５，１４９，６６

手数料

計

項　目
収入未済額

円、清掃手数料３，５２２，０６０円などとなっている。

単位：円・％

第１１款　　　　分担金及び負担金

分担金及び負担金の項別収入状況は次表のとおりである。

収入率年度 収入未済額
項　別

項　目

９



予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 287,824,000 279,951,750 265,645,294 14,306,456 0 92.29 94.89

27 243,609,456 244,374,851 244,374,851 0 0 100.31 100.00

26 398,188,825 397,135,853 382,401,953 14,733,900 0 96.04 96.29

27 403,896,900 239,742,350 236,271,350 3,471,000 0 58.50 98.55

26 3,503,000 4,643,282 4,643,282 0 0 132.552 100.00

27 23,087,000 24,212,489 24,212,489 0 0 104.875 100.00

26 689,515,825 681,730,885 652,690,529 29,040,356 0 94.66 95.74

27 670,593,356 508,329,690 504,858,690 3,471,000 0 75.29 99.32

　収入未済額３，４７１，０００円は社会保障・番号制度システム整備補助金で、国の「地方公共

団体情報システム」整備の遅延により繰越するものである。

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 202,363,000 199,496,391 199,496,391 0 0 98.58 100.00

27 206,353,000 206,862,251 206,862,251 0 0 100.25 100.00

26 435,447,660 438,892,121 435,315,321 3,576,800 0 99.97 99.19

27 254,696,800 254,098,430 240,010,430 14,088,000 0 94.23 94.46

26 47,456,000 49,530,847 49,530,847 0 0 104.37 100.00

27 42,902,000 42,825,628 42,816,628 9,000 0 99.80 99.98

26 685,266,660 687,919,359 684,342,559 3,576,800 0 99.87 99.48

27 503,951,800 503,786,309 489,689,309 14,097,000 0 97.17 97.20

いる。

年度

県補助金

　国庫負担金のうち主なものは、障害者自立支援給付費負担金１３２，７１９，２００円、児童手

国庫負担金

国庫補助金

国庫委託金

計

項目

３，９８１，４８９円となっている。

託金のうち主なものは、県民税徴収委託金１９，３８７，２６５円となっている。また、収入未済額

第１4款　　　　県支出金

県支出金の項別収入状況は次表のとおりである。

計

県負担金

　県負担金のうち主なものは、障害者自立給付費負担金６７，４４４，６００円、県補助金のうち

県委託金

　県支出金の一般会計歳入決算総額に占める割合は５．３１％となっている。

第１３款　　　　国庫支出金

国庫支出金の項別収入状況は次表のとおりである。

　国庫支出金の一般会計歳入決算総額に占める割合は５．４８％となっている。

６１，２９６，４５０円となっている。また、国庫委託金の主なものは、基礎年金等事務費交付金

当国庫負担金７５，７１６，０００円で、国庫補助金のうち主なものは、社会資本総合整備交付金

単位：円・％
項別

不納欠損額 収入率収入未済額

１４，０９７，０００円のうち、主なものは水産業費補助金のH28年度への事業費の繰越となって

単位：円・％
項　別

項　目
収入率年度 収入未済額 不納欠損額

主なものは、再生可能エネルギー等導入推進基金事業費補助金１０２，１２７，３６２円、県委
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予算現額 調定額 収入済額
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

項　目 （Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 8,295,000 8,516,126 8,516,126 0 0 102.67 100.00
27 9,577,000 9,866,233 9,866,233 0 0 103.02 100.00
26 7,100,000 7,455,546 7,455,546 0 0 105.01 100.00
27 14,959,000 15,755,466 15,755,466 0 0 105.32 100.00
26 15,395,000 15,971,672 15,971,672 0 0 103.75 100.00
27 24,536,000 25,621,699 25,621,699 0 0 104.42 100.00

予算現額 調定額 収入済額
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 32,000,000 39,982,579 39,982,579 0 0 124.95 100.00

27 84,509,000 80,359,037 80,359,037 0 0 95.09 100.00

　寄附金の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．８７％となっている。
　寄附金の主なものは、ふるさと納税寄付金 ７２，４６０，００１円となっている。

予算現額 調定額 収入済額
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 250,989,000 248,501,000 248,501,000 0 0 99.01 100.00

27 73,934,000 71,551,000 71,551,000 0 0 96.78 100.00

26 22,431,000 22,430,002 22,430,002 0 0 100.00 100.00

27 51,300,000 51,299,220 51,299,220 0 0 100.00 100.00

25 273,420,000 270,931,002 270,931,002 0 0 99.09 100.00

27 125,234,000 122,850,220 122,850,220 0 0 98.10 100.00

　財産収入の一般会計歳入決算総額に占める割合は０．２８％となっている。

収入未済額

は土地建物売払代金の ９，１３０，０００円となっている。

　繰入金の主なものは、後期高齢者医療特別会計繰入金３４，８４６，２７５円となっている。

第１５款　　　　財産収入

財産収入の項別収入状況は次表のとおりである。
単位：円・％

項　別
年度

　繰入金の一般会計歳入決算総額に占める割合は１．３３％となっている。

計

収入率

寄附金の項別収入状況は次表のとおりである。

第１６款　　　　寄附金

年度 収入未済額

　財産運用収入の主なものは土地貸付料の合計７，７５２，３３６円、財産売払収入の主なもの

財産運用収
入

財産売払収
入

収入率

収入率

単位：円・％

第１７款　　　　繰入金

繰入金の項別収入状況は次表のとおりである。

年度

特別会計繰入
金

計

収入未済額
項　別

項　目

不納欠損額

不納欠損額

不納欠損額

基金繰入金

寄附金

項　目

単位：円・％
項　別
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予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 391,217,265 391,217,412 391,217,412 0 0 100.00 100.00

27 531,817,840 531,817,540 531,817,540 0 0 100.00 100.00

予算現額 調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）
（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 4,000,000 6,948,325 6,948,325 0 0 173.71 100.00
27 5,733,000 6,263,629 6,263,629 0 0 109.26 100.00
26 75,000 142,570 142,570 0 0 190.09 100.00
27 78,000 95,929 95,929 0 0 122.99 100.00
26 9,283,000 262,134,064 7,344,467 254,789,597 0 79.12 2.80
27 10,319,000 261,571,497 7,943,896 253,627,601 0 76.98 3.04
26 557,000 1,458,160 1,458,160 0 0 261.79 100.00
27 2,105,000 3,832,207 3,832,207 0 0 182.05 100.00
26 83,529,000 83,148,202 83,148,202 0 0 100 100
27 71,577,000 79,306,760 79,132,631 174,129 0 111 100
26 97,444,000 353,831,321 99,041,724 254,789,597 0 101.64 27.99
27 89,812,000 351,070,022 97,268,292 253,801,730 0 108.30 27.71

　諸収入の一般会計歳入決算総額に占める割合は１．０５％となっている。
　収入未済額２５３，８０１，７３０円の主なものは、住宅新築資金返還金（過年度）や、奨学金返還金
（過年度）などの貸付金元利収入である。

予算現額 収入済額

（Ａ） （Ｂ）

（Ａ）/（Ｃ） （Ｂ）/（Ｃ）

26 1,200,157,000 1,100,757,000 1,100,757,000 0 0 91.72 100.00

27 1,034,617,000 913,917,000 913,917,000 0 0 88.33 100.00

　町債の一般会計歳入決算総額に占める割合は９．９１％となっている。

項目

項目

不納欠損額

単位：円・％

単位：円・％

　繰越金の一般会計歳入決算総額に占める割合は、５．７７％となっている。

項　別
収入率

項別

不納欠損額

調定額

第１８款　　　　繰越金

　諸収入の項別収入状況は次表のとおりである。

年度

繰越金

第１９款　　　　諸収入

受託事業収
入

収入未済額
項　目

不納欠損額収入未済額

収入率

単位：円・％

収入率

収入未済額

町預金利子

貸付金
元利収入

第２０款　　　　町債

町債

雑入

町債の項別収入状況は次表のとおりである。

年度
項別

年度

延滞金及び加算金

計
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年度

26

27

差引増減

　各款別の予算現額及び支出済額の構成比は次表のとおりである。

構成比 構成比 増減率

0.97 1.00 1.12

15.89 15.69 △ 2.91

28.31 23.80 △ 17.34

11.00 13.06 16.82

4.29 4.12 △ 5.63

1.04 1.98 87.13

9.35 7.94 △ 16.44

7.91 11.34 40.92

7.17 7.37 1.08

0.00 0.00 ―

13.32 13.44 △ 0.83

0.75 0.26 ―

100.0 100.0 △ 1.67

（２）　歳　　出

一般会計歳出決算額は次表のとおりである。

　また、不用額は２５０，８４４，２０２円で、主な科目は消防費・総務費などとなっている。

　歳出決算額は８，８４０，７１６，６３４円で、予算現額に対する執行率は９４．０８％となってい

る。各款別歳出決算における構成比については、民生費の２３．８０％をはじめ、総務費１５．６

翌年度繰越額

347,992,996

304,992,160

△ 43,000,836

予算現額

比較

３７％、農林水産業費４．１２％、商工費１．９８％、議会費１．００％、災害復旧費０．２６％の順

合計

項目

消　防　費

教　育　費

民　生　費

となっている。

農林水産業費

災害復旧費

公　債　費

予　備　費

商　工　費

土　木　費

1,387,174,492

93,426,982

款別

平成２６年度

決算額（Ａ）

1,428,779,379

衛　生　費

議　会　費 87,300,153

8,840,716,634

651,889,691

0

1,187,791,330

23,355,280

2,103,817,349

1,154,798,630

364,164,243

174,827,394

702,370,916

0

△ 163,827,754

歳出決算額

8,990,598,440

8,840,716,634

△ 149,881,806

9,560,380,750

9,396,552,996

1,002,248,387

2,545,170,047

△ 43,686,520

△ 149,881,806

単位：円・％

増減額（Ｂ）－（Ａ）

978,769

△ 9,952,044

81,400,412

△ 138,174,179

291,041,137

6,944,066

8,990,598,440

840,545,095

711,207,250

644,945,625

0

1,197,743,374

67,041,800

94.08

―

単位：円・％

９％、公債費１３．４４％、、衛生費１３．０６％、消防費１１．３４％、土木費７．９４％、教育費７．

988,544,940

385,893,795

総　務　費

決算額（Ｂ）

平成２７年度

88,278,922

不用額

221,789,314

250,844,202

29,054,888

△ 21,729,552

166,253,690

△ 441,352,698

△ 41,604,887

執行率

94.04
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単位：円・％

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

26 90,674,000 87,300,153 0 3,373,847 96.28

27 91,060,000 88,278,922 0 2,781,078 96.95

　議会費は歳出総額の１．００％を占めており、予算執行率は９６．９５％となっている。

　支出の主なものは、人件費のほか、視察研修等の特別旅費２，１８５，２４０円など

となっている。

単位：円・％

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

26 1,492,745,000 1,428,779,379 30,188,000 33,777,621 95.71

27 1,489,963,000 1,387,174,492 63,147,000 39,641,508 93.10

　総務費は歳出総額の１５．６９％を占めており、予算執行率は９３．１０％となっている。

　支出の主なものは、人件費のほか、町債管理基金積立金１５４，７３５，０００円などと

なっている。

単位：円・％

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

26 2,634,733,200 2,545,170,047 27,742,476 61,820,677 96.60

27 2,140,657,476 2,103,817,349 4,320,000 32,520,127 98.28

　民生費は歳出総額の２３．８０％を占めており、予算執行率は９８．２８％となっている。

　支出の主なものは、人件費のほか、後期高齢者医療特別会計繰出金３３４，９６５，４９１円、

介護保険特別会計繰出金３１６，９８５，７１８円などとなっている。

　　

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

26 1,026,614,000 988,544,940 10,943,640 27,125,420 96.29

27 1,197,434,640 1,154,798,630 22,692,000 19,944,010 96.44

第１款　　　議会費

第２款　　　総務費

第３款　　　民生費

どとなっている。

　衛生費は歳出総額の１３．０６％を占めており、予算執行率は９６．４４％となっている。

　支出の主なものは、人件費のほか、病院事業会計負担金２３８，３２７，０００円、鳥羽志勢広

第４款　　　衛生費
単位：円・％

域連合負担金（し尿）１２３，７２２，０００円、南勢火葬場の工事請負費１０５，６４９，５２０円な
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年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

26 416,022,900 385,893,795 24,364,120 5,764,985 92.76

27 400,895,120 364,164,243 29,121,400 7,609,477 90.84

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

26 167,012,000 93,426,982 69,818,000 3,767,018 55.94

27 201,562,000 174,827,394 19,000,000 7,734,606 86.74

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

26 872,325,650 840,545,095 15,986,800 15,793,755 96.36

27 808,548,800 702,370,916 91,398,480 14,779,404 86.87

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

26 878,380,000 711,207,250 144,099,000 23,073,750 80.97

27 1,138,223,000 1,002,248,387 58,759,280 77,215,333 88.05

第８款　　消防費
単位：円・％

　消防費は歳出総額の１１．３４％を占めており、予算執行率は８８．０５％となっている。

支出の主なものは、人件費のほか、志摩広域消防組合負担金３４０，５９４，０００円、紀勢地区

　土木費は歳出総額の７．９４％を占めており、予算執行率は８６．８７％となっている。

広域消防組合分担金２２７，５７１，９５９円、南勢・南島中の太陽光発電整備工事費１０４，５５

８，０４０円などとなっている。

第５款　　農林水産業費
単位：円・％

第６款　　商工費
単位：円・％

円、誘客宣伝推進・観光情報発信事業委託料１４，００２，２００円などとなっている。

業委託料１７，０６０，７６０円、迫間浦・礫浦の漁港機能保全計画書作成業務委託料１０，８７２，

８８０円などとなっている。

　支出の主なものは、人件費のほか、害獣駆除の報償費２６，１８３，０００円、森林環境創造事

　農林水産業費は歳出総額の４．１２％を占めており、予算執行率は９０．８４％となっている。

　商工費は歳出総額の１．９８％を占めており、予算執行率は８６．７４％となっている。

　支出の主なものは、人件費のほか、地域商品券発行事業補助金（繰越明許）２８，００７，６３０

　支出の主なものは、人件費のほか、下水道事業特別会計繰出金３９９，２０４，６３７円、道路

改良事業の工事請負費７４，７４８，７２０円などとなっている。

第７　　　土木費
単位：円・％
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年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

26 677,843,000 644,945,625 0 32,897,375 95.15

27 706,347,000 651,889,691 16,554,000 37,903,309 92.29

第１０款　公債費

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

26 1,198,047,000 1,197,743,374 0 303,626 99.97

27 1,188,123,000 1,187,791,330 0 331,670 99.97

公債費は歳出総額の１３．４４％を占めており、予算執行率は９９．９７％となっている。

第１１款　予備費

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

26 9,500,000 0 0 9,500,000 ―

27 8,888,000 0 0 8,888,000 ―

第１２款　災害復旧費

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

26 96,484,000 67,041,800 24,850,960 4,591,240 69.48

27 24,850,960 23,355,280 0 1,495,680 93.98

単位：円・％

予備費は予算の執行がなく、８，８８８，０００円が全額不用額となっている。

学校施設整備工事費（中学校費）４６，０２２，６８８円、学校施設整備工事費（小学校費）２１，

　災害復旧費は歳出総額の０．２６％を占めており、予算執行率は９３．９８％となっている。

支出の主なものは、災害復旧工事（繰越明許費）１９，９５４，３６０円などとなっている。

　教育費は歳出総額の７．３７％を占めており、予算執行率は９２．２９％となっている。

単位：円・％

第９款　　教育費

支出の主なものは、人件費のほか、通学バス運行委託料（中学校費）１０２，０６８，４８０円、

５３２，８２４円などとなっている。

単位：円・％

単位：円・％

１６



２　　特別会計

区分
年度

26 2,541,389,467 67,581,140 0 67,581,140

27 2,710,993,221 54,603,417 0 54,603,417

単位：円
項　　目

款　　別
26 409,627,000 515,301,030 415,829,674 2,768,977 96,702,379

27 401,431,000 480,281,179 383,920,387 2,564,420 93,796,372

26 120,000 168,620 168,620 0 0

27 20,000 158,160 158,160 0 0

26 524,931,000 512,402,477 512,402,477 0 0

27 541,509,000 541,057,658 541,057,658 0 0

26 67,134,000 67,755,000 67,755,000 0 0

27 63,758,000 66,865,000 66,865,000 0 0

26 710,970,000 710,970,991 710,970,991 0 0

27 730,058,000 730,058,558 730,058,558 0 0

26 142,589,000 119,717,146 119,717,146 0 0

27 135,490,000 121,354,182 121,354,182 0 0

26 429,685,000 429,275,451 429,275,451 0 0

27 588,287,000 588,287,755 588,287,755 0 0

26 8,000 7,038 7,038 0 0

27 8,000 7,000 7,000 0 0

26 222,260,000 220,637,511 220,637,511 0 0

27 263,723,000 261,398,188 261,398,188 0 0

26 125,805,000 125,805,548 125,805,548 0 0

27 67,581,000 67,581,140 67,581,140 0 0

26 5,172,000 6,401,151 6,401,151 0 0

27 2,806,000 4,908,610 4,908,610 0 0

26 2,638,301,000 2,708,441,963 2,608,970,607 2,768,977 96,702,379

27 2,794,671,000 2,861,957,430 2,765,596,638 2,564,420 93,796,372

　収入未済額は全て国民健康保険税で、主なものは、医療給付費（滞納繰越分） ５６，９６２，４５

となっている。

（1）国民健康保険特別会計
単位：円

歳出決算額歳入決算額

　歳入の主なものは、前期高齢者交付金７３０，０５８，５５８円、保険財政共同安定化事業交付

2,765,596,638

は５４，６０３，４１７円となっている。
　歳入決算額は２，７６５，５９６，６３８円、歳出決算額は２，７１０，９９３，２２１円、実質収支額

調定額予算現額

金５２１，２９８，０２９円などとなっている。

繰　越　金

諸　収　入

合　　　計

県支出金

歳入歳出
差引残額

繰越額 実質収支額

共同事業交付金

繰　入　金

財産収入

2,608,970,607

使用料及び
手数料

国庫支出金

療養給付費等
交付金

前期高齢者
交付金

９円（収納率１８．４％）、医療給付費（現年度課税分）１２，６６１，４５４円（収納率９５．５％）など

　国民健康保険税の不納欠損額２，５６４，４２０円は、地方税法第１５条の７（滞納処分の停

止）及び１８条の１（地方税の消滅時効）の適用によるものである。

　（歳入決算の状況）

歳入決算額を款別に表すと次表のとおりである。

収入済額 収入未済額年度 不納欠損額

国民健康保険税
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単位：円

項目
款別

26 45,202,000 44,140,335 0 1,061,665

27 44,492,000 42,737,028 0 1,754,972

26 1,679,377,000 1,605,766,997 0 73,610,003

27 1,749,034,000 1,691,107,723 0 57,926,277

26 70,000 23,384 0 46,616

27 70,000 0 0 70,000

26 120,722,000 120,721,487 0 513

27 101,608,000 101,607,446 0 554

26 198,000 197,478 0 522

27 162,000 160,741 0 1,259

26 263,228,000 263,227,898 0 102

27 254,217,000 254,216,845 0 155

26 393,216,000 392,840,782 0 375,218

27 547,453,000 547,426,761 0 26,239

26 24,915,000 19,598,861 0 5,316,139

27 27,337,000 19,056,323 0 8,280,677

26 27,000 0 0 27,000

27 27,000 0 0 27,000

26 26,338,000 24,865,207 0 1,472,793

27 20,263,000 19,673,354 0 589,646

26 70,008,000 70,007,038 0 962

27 35,008,000 35,007,000 0 1,000

26 15,000,000 0 0 15,000,000

27 15,000,000 0 0 15,000,000

26 2,638,301,000 2,541,389,467 0 96,911,533

27 2,794,671,000 2,710,993,221 0 83,677,779

後期高齢者支援金等

共同事業拠出金

保健事業費

総　務　費

保険給付費

老人保健拠出金

介護納付金

事業拠出金４７５，７６３，１０５円、後期高齢者支援金２５４，１９８，８９７円、一般被保険者高額

療養費２０１，９５７，５０７円などとなっている。

歳出決算額を款別に表すと次表のとおりである。

　（歳出決算の状況）

不用額翌年度繰越額支出済額予算現額年度

前期高齢者納付金

公　債　費

諸支出金

積　立　金

合　　　　計

予　備　費

　歳出の主なものは、一般被保険者療養給付費１，３９９，００４，２２５円、保険財政共同安定化

１８



区分
年度

26 1,940,884,772 98,073,011 0 98,073,011

27 1,992,152,246 78,640,183 0 78,640,183

　歳入決算額は２，０７０，７９２，４２９円、歳出決算額は１，９９２，１５２，２４６円、実質収支額　

は７８，６４０，１８３円となっている。

単位：円

項　　目

款　　別

26 312,100,000 328,772,070 313,907,100 0 14,864,970

27 357,462,000 374,820,430 358,122,000 0 16,698,430

使用料及び 26 28,000 42,000 42,000 0 0

手数料 27 27,000 35,520 35,520 0 0

26 480,833,000 492,525,885 492,525,885 0 0

27 493,887,000 498,021,009 498,021,009 0 0

支払基金 26 518,278,000 518,278,474 518,278,474 0 0

交付金 27 499,834,000 499,834,000 499,834,000 0 0

26 278,770,000 278,990,397 278,990,397 0 0

27 268,466,000 268,466,925 268,466,925 0 0

26 36,000 35,191 35,191 0 0

27 35,000 35,000 35,000 0 0

26 357,569,000 357,191,999 357,191,999 0 0

27 348,910,000 348,072,718 348,072,718 0 0

26 77,986,000 77,986,737 77,986,737 0 0

27 98,073,000 98,073,011 98,073,011 0 0

26 1,000 0 0 0 0

27 1,000 132,246 132,246 0 0

26 2,025,601,000 2,053,822,753 2,038,957,783 0 14,864,970

27 2,066,695,000 2,087,490,859 2,070,792,429 0 16,698,430

　歳入の主なものは、介護給付費交付金（現年度分）４９６，９７７，０００円、介護保険料の特別

徴収保険料（現年度分）３３９，９３８，１００円、介護給付費負担金（国庫負担金・現年度分）３２

２，６０７，１５９円などとなっている。

（２）　介護保険特別会計

　歳入決算額を款別に表すと次表のとおりである。

　（歳入決算の状況）

不納欠損額

単位：円

収入未済額

繰越額 実質収支額歳入決算額
歳入歳出差引残

額
歳出決算額

収入済額予算現額 調定額

財産収入

諸　収　入

合　　　計

2,038,957,783

2,070,792,429

県支出金

繰　入　金

繰　越　金

年度

保　険　料

国庫支出金
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単位：円

項目

款別

26 58,401,000 56,633,999 0 1,767,001

27 58,256,000 57,432,718 0 823,282

26 1,814,610,000 1,754,108,365 0 60,501,635

27 1,839,353,000 1,788,283,003 0 51,069,997

地域支援 26 54,689,000 43,138,545 0 11,550,455

事業費 27 59,965,000 48,201,917 0 11,763,083

26 15,088,000 14,205,672 0 882,328

27 43,175,000 42,302,608 0 872,392

26 72,799,000 72,798,191 0 809

27 55,932,000 55,932,000 0 0

26 14,000 0 0 14,000

27 14,000 0 0 14,000

26 10,000,000 0 0 10,000,000

27 10,000,000 0 0 10,000,000

26 2,025,601,000 1,940,884,772 0 84,716,228

27 2,066,695,000 1,992,152,246 0 74,542,754

翌年度繰越額

歳出決算額を款別に表すと次表のとおりである。

　（歳出決算の状況）

予算現額 支出済額 不用額年度

　歳出の主なものは、施設介護サービス給付費７３３，８９２，７５４円、居宅介護サービス給付

費５８２，６８７，３４２円、地域密着型介護サービス費１４３，７１９，５３３円などとなっている。

総　務　費

保険給付費

諸支出金

基金積立金

合　　　計

予備費

公債費

２０



区分

年度

26 479,573,326 21,009,170 0 21,009,170

27 503,951,315 1,951,466 0 1,951,466

　歳入決算額は５０５，９０２，７８１円、歳出決算額は５０３，９５１，３１５円、実質収支額は

単位：円

項　　目
款　　別

後 期 高 齢 者 26 134,564,000 139,290,869 138,298,004 0 992,865

医 療 保 険 料 27 128,736,000 133,862,510 132,000,688 0 1,861,822

使 用 料 及 び 26 1,000 28,640 28,640 0 0

手 数 料 27 1,000 31,660 31,660 0 0

26 332,576,000 332,250,205 332,250,205 0 0

27 340,466,000 334,965,491 334,965,491 0 0

26 2,000 16,984,663 16,984,663 0 0

27 17,881,000 17,895,772 17,895,772 0 0

26 13,020,000 13,020,984 13,020,984 0 0

27 21,009,000 21,009,170 21,009,170 0 0

26 480,163,000 501,575,361 500,582,496 0 992,865

27 508,093,000 507,764,603 505,902,781 0 1,861,822

　歳入の主なものは、一般会計からの療養給付費繰入金２４１，１２１，０００円、特別徴収保険

料（現年課税分）１０１，３８８，８７７円などとなっている。

　収入未済額１，８６１，８２２円は、普通徴収保険料（現年課税分・滞納繰越分）である。

500,582,496

505,902,781

歳入決算額 実質収支額

　（歳入決算の状況）

繰越額

年度 収入未済額

繰入金

調定額

繰越金

諸収入

合　　計

収入済額 不納欠損額

単位：円

（３）　後期高齢者医療特別会計

歳出決算額

１，９５１，４６６円である。

歳入決算額を款別に表すと次表のとおりである。

歳入歳出差引残額

予算現額

２１



単位：円
項目

款別

26 3,491,000 3,165,867 0 325,133

27 3,471,000 3,231,645 0 239,355

後期高齢者医療 26 465,975,000 465,975,000 0 0

広域連合納付金 27 468,730,000 465,334,549 0 3,395,451

26 22,000 0 0 22,000

27 22,000 0 0 22,000

26 10,675,000 10,432,459 0 242,541

27 35,870,000 35,385,121 0 484,879

26 480,163,000 479,573,326 0 589,674

27 508,093,000 503,951,315 0 4,141,685

　歳出の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金の療養給付費負担金２４１，１２１，０００

歳出決算額を款別に表すと次表のとおりである。

　（歳出決算の状況）

年度 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額

諸支出金

合　　　　計

円、後期高齢者医療広域連合納付金の保険料等負担金１３３，６００，７０３円などとなっている。

総　務　費

公　債　費

２２



区分
年度

26 55,750,283 0 0 0

27 55,458,860 0 0 0

　歳入決算額５５，４５８，８６０円、歳出決算額５５，４５８，８６０円、歳入歳出ともに同額と

項　　目

款　　別

分担金及び 26 1,564,000 2,043,360 2,043,360 0 0

負担金 27 2,409,000 2,375,300 2,375,300 0 0

使用料及び 26 11,310,000 11,360,845 11,219,926 0 140,919

手数料 27 11,560,000 11,860,007 11,699,472 0 160,535

26 5,115,000 5,115,000 5,115,000 0 0

27 5,343,000 5,343,000 5,343,000 0 0

26 2,688,000 2,688,000 2,688,000 0 0

27 2,347,000 2,347,000 2,347,000 0 0

26 15,000 14,076 14,076 0 0

27 14,000 14,000 14,000 0 0

26 21,666,000 19,568,391 19,568,391 0 0

27 20,457,000 19,678,828 19,678,828 0 0

26 1,000 1,530 1,530 0 0

27 1,000 1,260 1,260 0 0

26 15,100,000 15,100,000 15,100,000 0 0

27 14,200,000 14,000,000 14,000,000 0 0

26 57,459,000 55,891,202 55,750,283 0 140,919

27 56,331,000 55,619,395 55,458,860 0 160,535

　収入未済額１６０，５３５円は合併浄化槽使用料金（現年度・過年度分）である。

　歳入の主なものは、一般会計繰入金１８，２９８，８２８円、下水道債１４，０００，０００円、合併

単位：円

　（歳入決算の状況）

不納欠損額 収入未済額予算現額 調定額 収入済額

浄槽使用料金（現年度分）１１，６２８，７６４円となっている。

町       　 債

（４）戸別合併処理浄化槽事業特別会計

歳出決算額歳入決算額 繰越額
歳入歳出差引

残額

単位：円

実質収支額

財産収入

合　　　　　計

国庫支出金

県支出金

55,750,283

55,458,860

年度

なっている。

繰入金

歳入決算額を款別に表すと次表のとおりである。

諸収入

２３



単位：円

項目
款別

26 44,849,000 43,157,918 0 1,691,082

27 43,673,000 42,818,643 0 854,357

26 12,610,000 12,592,365 0 17,635

27 12,658,000 12,640,217 0 17,783

26 57,459,000 55,750,283 0 1,708,717

27 56,331,000 55,458,860 0 872,140

　歳出の主なものは、浄化槽設置の工事請負費２０，５６８，６００円、浄化槽管理費

公債費

合　計

の手数料１３，３５１，６６４円、償還金元金１０，２９０，６１４円などとなっている。

　（歳出決算の状況）

翌年度繰越額

歳出決算額を款別に表すと次表のとおりである。

衛生費

年度 不用額予算現額 支出済額

２４



区分

年度

26 731,866,782 3,678,680 3,678,680 0

27 677,937,647 18,812,680 18,812,680 0

　歳入決算額は６９６，７５０，３２７円、歳出決算額は６７７，９３７，６４７円で、歳入歳出差引額

は１８，８１２，６８０円となっている。歳入差出差引額は、全額翌年度への繰越となっている。

単位：円

項　　目

款　　別

分担金及び 26 1,100,000 8,000,000 5,560,000 0 2,440,000

負担金 27 2,100,000 7,710,000 5,510,000 0 2,200,000

使用料及び 26 101,150,000 103,180,735 100,603,571 0 2,577,164

手数料 27 101,698,000 104,156,293 101,370,020 0 2,786,273

26 20,000,000 20,000,000 20,000,000 0 0

27 0 0 0 0 0

26 143,344,000 143,344,000 80,018,000 0 63,326,000

27 131,317,000 78,113,000 78,113,000 0 0

26 71,000 70,383 70,383 0 0

27 70,000 70,000 70,000 0 0

26 437,893,000 429,154,418 429,154,418 0 0

27 418,380,000 407,563,637 407,563,637 0 0

26 18,000 39,090 39,090 0 0

27 2,434,000 2,444,670 2,444,670 0 0

26 164,600,000 96,900,000 96,900,000 0 0

27 155,900,000 98,000,000 98,000,000 0 0

26 3,200,000 3,200,000 3,200,000 0 0

27 3,678,680 3,679,000 3,679,000 0 0

26 871,376,000 803,888,626 735,545,462 0 68,343,164

27 815,577,680 701,736,600 696,750,327 0 4,986,273

　歳入の主なものは、一般会計繰入金（公債費）２９３，２２２，７６９円、一般会計繰入金（下水道

費）１０５，９８１，８６８円、下水道使用料（現年分）１００，７７５，００５円などとなっている。

　収入未済額４，９８６，２７３円の主な内訳は、集落排水分担金２，２００，０００円、下水道使用料

（現年度・過年度分）２，７８６，２７３円となっている。

合　　　　　計

収入済額調定額

町債

繰越金

繰入金

諸収入

財産収入

（５）下水道事業特別会計

歳入決算額を款別に表すと次表のとおりである。

歳出決算額 繰越額

不納欠損額

735,545,462

年度

　　（歳入決算の状況）

予算現額

歳入決算額 歳入歳出差引残額

696,750,327

単位：円

国庫支出金

県支出金

実質収支額

収入未済額

２５



単位：円

項目

款別

26 559,438,000 420,093,903 134,704,680 4,639,417

27 513,862,680 376,355,878 118,816,680 18,690,122

26 311,938,000 311,772,879 0 165,121

27 301,715,000 301,581,769 0 133,231

26 871,376,000 731,866,782 134,704,680 4,804,538

27 815,577,680 677,937,647 118,816,680 18,823,353

歳出決算額を款別に表すと次表のとおりである。

　（歳出決算の状況）

翌年度繰越額 不用額予算現額 支出済額年度

下水道費

　歳出の主なものは、償還元金２４２，０５９，６２６円、漁業集落排水事業費の工事請負費

公債費

合計

（繰越明許費）１０７，２４３，９６０円などとなっている。

２６



単位：円

区分

年度

26 196,199,420 9,966,042 0 9,966,042

27 240,698,936 10,392,142 0 10,392,142

　歳入決算額は２５１，０９１，０７８円、歳出決算額は２４０，６９８，９３６円、歳入歳出差引残額

単位：円

項　　目

款　　別

分担金及び 26 766,000 1,123,200 1,123,200 0 0

負担金 27 648,000 648,000 648,000 0 0

使用料及び 26 75,542,000 84,828,839 79,109,330 0 5,719,509

手数料 27 76,599,000 81,975,409 77,229,320 2,653,079 2,093,010

26 26,085,000 26,085,000 26,085,000 0 0

27 28,191,000 28,191,000 28,191,000 0 0

26 8,000 7,038 7,038 0 0

27 7,000 7,000 7,000 0 0

26 46,044,000 46,044,000 46,044,000 0 0

27 51,074,000 51,074,000 51,074,000 0 0

26 8,290,000 8,290,799 8,290,799 0 0

27 9,966,000 9,966,042 9,966,042 0 0

26 463,000 506,095 506,095 0 0

27 684,000 775,716 775,716 0 0

26 56,100,000 45,000,000 45,000,000 0 0

27 83,200,000 83,200,000 83,200,000 0 0

26 213,298,000 211,884,971 206,165,462 0 5,719,509

27 250,369,000 255,837,167 251,091,078 2,653,079 2,093,010

　歳入の主なものは、簡易水道事業債８３，２００，０００円、簡易水道使用料（現年度分）７６，６０

７，１３０円、一般会計からの繰入金（公債費）３７，１３７，０００円などとなっている。

　収入未済額２，０９３，０１０円の内訳は、全額が簡易水道使用料（現年度・滞納繰越分）となっ

諸　収　入

町　　債

合　　　　計

国庫支出金

繰　入　金

繰　越　金

財産収入

予算現額

（６）　簡易水道事業特別会計

１０，３９２，１４２円となっている。

　歳入決算額を款別に表すと次表のとおりである。

歳入決算額

206,165,462

251,091,078

歳出決算額 歳入歳出差引残額

は１０，３９２，１４２円となっている。歳入歳出差引残額のうち繰越額は０円で、実質収支額は

ている。

繰越額 実質収支額

収入未済額不納欠損額

（歳入決算の状況）

調定額 収入済額年度

２７



単位：円

項目
款別

26 154,353,000 137,282,465 0 17,070,535

27 187,100,000 177,457,925 0 9,642,075

26 58,945,000 58,916,955 0 28,045

27 63,269,000 63,241,011 0 27,989

26 213,298,000 196,199,420 0 17,098,580

27 250,369,000 240,698,936 0 9,670,064

　歳出の主なものは、中島地区簡易水道改良整備事業の工事請負費１１０，０９６，２８０円、

償還元金４８，３２２，９６９円、償還利子１４，９１８，０４２円などとなっている。

不用額支出済額 翌年度繰越額

公債費

合計

歳出決算額を款別に表すと次表のとおりである。

予算現額

衛生費

年度

　（歳出決算の状況）

２８
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むすび 

 

１．一般会計 

  一般会計は、歳入総額が９２億２，０９２万９，７５８円（前年度比３．１７％減）、歳

出総額が８８億４，０７１万６，６３４円（前年度比１．６７％の減）、歳入歳出の差引額

は３億８，０２１万３，１２４円で、翌年度への繰越財源の４，８７３万４，６１０円を差引

いた実質収支額は３億３，１４７万８，５１４円となっている。 

歳入構成比率の主なものは、地方交付税が５３．６９％、町税が１１．３１％、町債

が９．９１％で、全体の７４．９１％を占めている。財源の構成比率は自主財源が２１．

６７％（前年度比１．１０％増）、依存財源が７８．３３％となっており、前年度と比べ自

主財源の割合は微増しているが、依然として依存財源に頼らざるを得ない財政構造

が続いている。歳入の収入率は、予算に対し９８．１３％となり、調停に対しては、９６．

１７％となっている。 

収入未済額は、３億６，３８１万５，９７８円で、諸収入が２億５，３８０万１，７３０円、

町税が９，０７１万８，２１４円、県支出金が１，４０９万７，０００円、国庫支出金が３４７

万１，０００円であった。不納欠損は全額町税の合計３６３万１，８０７円で、その理由

別の内訳は、時効成立２５８万２，９５４円（１０７人・１法人）、本人死亡１０２万７，１５

３円（２０人）、法人の解散・廃業によるもの２万１，７００円（３法人）となっている。昨年

に比べ人数（件数）・金額ともに減少している。 

町税や貸付金などの収入未済額解消については、従来どおり、納付機会の拡大・

戸別徴収の取り組み等、関係各課は鋭意努力をしているが、過年度のものを含む未

済額の総額は、３億６，３８１万５，９７８円と莫大な金額となっており、現状の徴収体

制には限界があると考えられる。以前からも再三指摘してきたとおり、公平性の確保、

自主財源の確保強化のためにも、各課を横断する徴収チームの立ち上げ等、新徴収

体制の構築等を含む抜本的な解消対策を早急に実施しない限り、収入未済額の削

減は図れないばかりか、今後増額すると言っても過言ではない状態と考える。 

歳出については、予算に対する執行率は９４．０８％となっており、翌年度繰越額が

３億４９９万２，１６０円、不用額が２億５，０８４万４，２０２円となっていた。また、一部

の事業については、本審査時点において費用対効果に疑義が感じられた。 

財政構造の弾力性を示す指標である経常収支比率は９１．７％となり、前年度と比

較すると、１．７ポイント良化していた。その理由として、歳入面で、地方交付税８，３４

４万８，０００円の増加、地方消費税交付金約９，９３５万３，０００円の増加となったこ

とが主な要因として挙げられる。しかしながら、依然として厳しい財政状況の中、今後

も町税等の大幅な収入増は見込めず、早急な自主財源の確保と無駄の排除に努め

るのは無論のこと、効果的かつ効率的な南伊勢町の活性化に向けた対策の打ち出し

と、町職員一人ひとりのコスト意識のさらなる向上が必要不可欠である。 
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２．特別会計 

 特別会計は、６会計で歳入総決算額が６３億４，５５９万２，１１３円、歳出総決算額

が６１億８，１１９万２，２２５円、実質収支額は１億４，５５８万７，２０８円となっている。 

各特別会計の収入未済額は、国民健康保険特別会計が９，３７９万６，３７２円、介

護保険特別会計が１，６６９万８，４３０円、後期高齢者医療特別会計が１８６万１，８２

２円、戸別合併処理浄化槽事業特別会計が１６万５３５円、下水道事業特別会計が４

９８万６，２７３円、簡易水道事業特別会計が２０９万３，０１０円となっている。 

 各会計別の不納欠損額は、国民健康保険特別会計が２５６万４，４２０円（１０３件）、

簡易水道特別会計が２６５万３，０７９円（７８４件）で、主な理由は時効成立によるも

のであった。 

各会計ともに債権管理には、各課が横断的に連携協力することは勿論のこと、新

徴収体制の構築を含め、更なる徴収率のアップを目指した滞納整理が不可欠であ

る。 

 今後も今以上に、事務の合理化、人件費のコスト削減等、徹底した経費の削減と積

極的な財源確保を実施すべきである。 

 

 

３．総括 

一般会計・特別会計ともに、地方自治法第２条第１４項、「地方公共団体は、その

事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最

大の効果を上げるようにしなければならない。」、第１５項「地方公共団体は、常にそ

の組織及び運営の合理化に努めるとともに、他の地方公共団体に協力を求めてその

規模の適性化を図らなければならない。」の観点に立ち返り、今後も適正な行財政運

営に努めることが必要不可欠である。 

 

 


